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(令和5年1月２５日)

№ 氏　　名 ﾌﾘｶﾞﾅ 現　　　　　　　　　　　職

1 穐 山 浩 ｱｷﾔﾏ ﾋﾛｼ 星薬科大学　薬学部薬品分析化学研究室　教授

2 有 薗 幸 司 ｱﾘｿﾞﾉ ｺｳｼﾞ 熊本大学薬学教育部　特任教授

3 五 十 君 靜 信 ｲｷﾞﾐ　ｼｽﾞﾉﾌﾞ
東京農業大学応用生物科学部農芸化学科　教授 兼　食品安全
研究センター長

4 稲 見 成 之 ｲﾅﾐ　ｼｹﾞﾕｷ 東京都福祉保健局健康安全部食品監視課長

5 今 村 嘉 文 ｲﾏﾑﾗ　ﾖｼﾌﾐ キユーピー株式会社　品質保証本部　品質保証本部長

6 浦 郷 由 季 ｳﾗｺﾞｳ　ﾕｷ 一般社団法人全国消費者団体連絡会　事務局長

7 神 村 裕 子 ｶﾐﾑﾗ　ﾕｳｺ 公益社団法人日本医師会　常任理事

8 苅 田 香 苗 ｶﾘﾀ　ｶﾅｴ 杏林大学　医学部衛生学公衆衛生学教室　教授

9 木 下 潮 音 ｷﾉｼﾀ　ｼｵﾈ 弁護士（第一芙蓉法律事務所）

10 合 田 幸 広 ｺﾞｳﾀﾞ　ﾕｷﾋﾛ 国立医薬品食品衛生研究所　所長

11 杉 本 直 樹 ｽｷﾞﾓﾄ ﾅｵｷ 国立医薬品食品衛生研究所　食品添加物部　部長

12 曽 根 博 仁 ｿﾈ ﾋﾛﾋﾄ
新潟大学大学院　医歯学総合研究科　血液・内分泌・代謝内科学
分野　教授

13 高 田 信 子 ﾀｶﾀ　ﾉﾌﾞｺ 神戸市健康局保健所食肉衛生検査所　所長

14 津 金 昌 一 郎 ﾂｶﾞﾈ　ｼｮｳｲﾁﾛｳ
国立研究開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究所 国立健康・栄養
研究所　所長

15 辻 真 弓 ﾂｼﾞ　ﾏﾕﾐ 産業医科大学　医学部衛生学講座　教授

16 藤 原 凛 ﾌｼﾞﾜﾗ ﾘﾝ 函館大学商学部　准教授

17 二 村 睦 子 ﾌﾀﾑﾗ　ﾁｶｺ 日本生活協同組合連合会　常務理事

18 堀 内 基 広 ﾎﾘｳﾁ　ﾓﾄﾋﾛ 北海道大学 大学院獣医学研究院長・ 獣医学部長・教授

19 松 嵜 く み 子 ﾏﾂｻﾞｷ ｸﾐｺ 跡見学園女子大学　教授

20 村 田 勝 敬 ﾑﾗﾀ　ｶﾂﾕｷ 秋田大学 名誉教授

21 森 信 二 ﾓﾘ　ｼﾝｼﾞ 株式会社明治　品質本部長

22 脇 田 隆 字 ﾜｷﾀ　ﾀｶｼﾞ 国立感染症研究所　所長

食 品 衛 生 分 科 会
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薬事・食品衛生審議会組織図                     （令和３年４月１日現在） 

 

 

日 本 薬 局 方 部 会 

副作用・感染等被害判定第一部会   ＨＰＶワクチン副反応被害判定調査会 

副作用・感染等被害判定第二部会   生物由来製品感染等被害判定調査会 

医 薬 品 第 一 部 会  安 全 技 術 調 査 会  

医 薬 品 第 二 部 会  適 正 使 用 調 査 会  

薬 事 分 科 会   血 液 事 業 部 会  献 血 推 進 調 査 会  

医療機器・体外診断薬部会  プ ロ グ ラ ム 医 療 機 器 調 査 会  

医 薬 品 再 評 価 部 会 

再生医療等製品・生物由来技術部会   動物用組換えＤＮＡ技術応用医薬品調査会  

要指導・一般用医薬品部会 

化 粧 品 ・ 医 薬 部 外 品 部 会 

医 薬 品 等 安 全 対 策 部 会  安 全 対 策 調 査 会  

薬事・食品衛生審議会             医療機器・再生医療等製品安全対策部会  安 全 対 策 調 査 会  

指 定 薬 物 部 会 

毒 物 劇 物 部 会  取 扱 技 術 基 準 等 調 査 会  

                                       毒 物 劇 物 調 査 会  

化 学 物 質 安 全 対 策 部 会  化 学 物 質 調 査 会  

Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 対 象 物 質 調 査 会  

   本委員                                 家 庭 用 品 安 全 対 策 調 査 会  

定員30人以内                動 物 用 医 薬 品 等 部 会  動 物 用 生 物 学 的 製 剤 調 査 会  

                                               動 物 用 抗 菌 性 物 質 製 剤 調 査 会  

  分科会   2                                        動 物 用 一 般 医 薬 品 調 査 会  

  部 会  26                                        動 物 用 医 薬 品 再 評 価 調 査 会  

  調査会  24                                        動 物 用 医 薬 品 残 留 問 題 調 査 会  

                                               水 産 用 医 薬 品 調 査 会  

                                               動物用再生医療等製品・バイオテクノロジー応用医薬品調査会  

                       食 品 規 格 部 会 

                       食 中 毒 部 会 

                       乳 肉 水 産 食 品 部 会  食 肉 等 の 生 食 に 関 す る 調 査 会  

             食品衛生分科会   添 加 物 部 会 

                       農 薬 ･動 物 用 医 薬 品 部 会 

器 具 ･ 容 器 包 装 部 会 

新 開 発 食 品 調 査 部 会  新 開 発 食 品 評 価 調 査 会 

                 遺 伝 子 組 換 え 食 品 等 調 査 会 

伝達性海綿状脳症対策部会 

放 射 性 物 質 対 策 部 会 
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厚生労働省設置法（抜粋）

平成11年７月16日法律第97号

(薬事・食品衛生審議会)

第十一条 薬事・食品衛生審議会は、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び

安全性の確保等に関する法律（昭和三十五年法律第百四十五号）、独立行政法

人医薬品医療機器総合機構法（平成十四年法律第百九十二号）、毒物及び劇物

取締法（昭和二十五年法律第三百三号）、安全な血液製剤の安定供給の確保等

に関する法律（昭和三十一年法律第百六十号）、有害物質を含有する家庭用品

の規制に関する法律（昭和四十八年法律第百十二号）及び食品衛生法の規定に

よりその権限に属させられた事項を処理する。

２ 前項に定めるもののほか、薬事・食品衛生審議会の組織、所掌事務及び委

員その他の職員その他薬事・食品衛生審議会に関し必要な事項については、政

令で定める。

薬事・食品衛生審議会令

平成12年６月７日政令第286号

内閣は、厚生労働省設置法(平成十一年法律第九十七号)第十一条第二項の規

定に基づき、この政令を制定する。

(所掌事務)

第一条 薬事・食品衛生審議会(以下「審議会」という。)は、厚生労働省設置

法第十一条第一項に規定するもののほか、化学物質の審査及び製造等の規制に

関する法律(昭和四十八年法律第百十七号)、エネルギーの使用の合理化等に関

する法律(昭和五十四年法律第四十九号)、資源の有効な利用の促進に関する法

律(平成三年法律第四十八号)、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等

に関する法律(平成七年法律第百十二号)及び特定化学物質の環境への排出量の

把握等及び管理の改善の促進に関する法律(平成十一年法律第八十六号)の規定

に基づきその権限に属させられた事項を処理する。

(平一三政五六・平一八政三六五・平二五政三七〇・一部改正)
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(組織)

第二条 審議会は、委員三十人以内で組織する。

２ 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員

を置くことができる。

３ 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置

くことができる。

(委員等の任命)

第三条 委員及び臨時委員は、学識経験のある者のうちから、厚生労働大臣が

任命する。

２ 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験のある者のうちから、厚生労

働大臣が任命する。

(委員の任期等)

第四条 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。

２ 委員は、再任されることができる。

３ 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了

したときは、解任されるものとする。

４ 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了した

ときは、解任されるものとする。

５ 委員、臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。

(会長)

第五条 審議会に会長を置き、委員の互選により選任する。

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代

理する。

(分科会)

第六条 審議会に、次の表の上欄に掲げる分科会を置き、これらの分科会の所

掌事務は、審議会の所掌事務のうち、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとす

る。
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２ 前項の表の上欄に掲げる分科会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、

厚生労働大臣が指名する。

３ 分科会に分科会長を置き、当該分科会に属する委員の互選により選任する。

４ 分科会長は、当該分科会の事務を掌理する。

５ 分科会長に事故があるときは、当該分科会に属する委員又は臨時委員のう

ちから分科会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。

６ 審議会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって審議会の議決

とすることができる。

(部会)

第七条 審議会及び分科会は、その定めるところにより、部会を置くことがで

きる。

２ 部会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、会長(分科会に置かれる部

会にあっては、分科会長)が指名する。

３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により選任する。

４ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。

５ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員又は臨時委員のうちか

ら部会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。

６ 審議会(分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下この項において同

名称 所掌事務

薬事分科

会

一　毒物及び劇物取締法（昭和二十五年法律第三百三号）、安全な血

液製剤の安定供給の確保等に関する法律（昭和三十一年法律第百六十

号）、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す

る法律（昭和三十五年法律第百四十五号）、有害物質を含有する家庭

用品の規制に関する法律（昭和四十八年法律第百十二号）及び独立行

政法人医薬品医療機器総合機構法（平成十四年法律第百九十二号）の

規定により審議会の権限に属させられた事項を処理すること。

二　化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律、エネルギーの使

用の合理化等に関する法律、資源の有効な利用の促進に関する法律、

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律及び特定

化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法

律の規定に基づき審議会の権限に属させられた事項を処理すること。

食品衛生

分科会

食品衛生法（昭和二十二年法律第二百三十三号）の規定により審議会

の権限に属させられた事項を処理すること。
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じ。)は、その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とするこ

とができる。

(幹事)

第八条 審議会に、幹事を置く。

２ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、厚生労働大臣が任命する。

３ 幹事は、審議会の所掌事務について、委員を補佐する。

４ 幹事は、非常勤とする。

(議事)

第九条 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなけ

れば、会議を開き、議決することができない。

２ 審議会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したも

のの過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

３ 前二項の規定は、分科会及び部会の議事に準用する。

(資料の提出等の要求)

第十条 審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、

関係行政機関の長に対し、資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を

求めることができる。

(庶務)

第十一条 審議会の庶務は、厚生労働省医薬・生活衛生局総務課において総括

し、及び処理する。ただし、食品衛生分科会に係るものについては、厚生労働

省医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全企画課において処理する。

(平一五政二七五・平二七政三三〇・平二九政一八五・一部改正)

(雑則)

第十二条 この政令に定めるもののほか、議事の手続その他審議会の運営に関

し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。

附 則

この政令は、内閣法の一部を改正する法律(平成十一年法律第八十八号)の施行

の日(平成十三年一月六日)から施行する。

附 則 (平成一三年三月二二日政令第五六号) 抄

(施行期日)

第一条 この政令は、平成十三年四月一日から施行する。

附 則 (平成一五年四月二三日政令第二一三号) 抄

１ この政令は、薬事法及び採血及び供血あつせん業取締法の一部を改正する

法律附則第一条第一号に掲げる規定の施行の日(平成十五年七月三十日)から施

行する。
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附 則 (平成一五年六月二五日政令第二七五号) 抄

(施行期日)

第一条 この政令は、平成十五年七月一日から施行する。

附 則 (平成一六年三月二六日政令第八三号) 抄

(施行期日)

第一条 この政令は、平成十六年四月一日から施行する。

附 則 (平成一八年一一月二七日政令第三六五号) 抄

(施行期日)

第一条 この政令は、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する

法律の一部を改正する法律(平成十八年法律第七十六号)の施行の日(平成十九年

四月一日)から施行する。

附 則 (平成二五年一二月二七日政令第三七〇号) 抄

この政令は、エネルギーの使用の合理化に関する法律の一部を改正する等の法

律の施行の日(平成二十六年四月一日)から施行する。

附 則 (平成二六年七月三〇日政令第二六九号) 抄

(施行期日)

第一条 この政令は、改正法の施行の日(平成二十六年十一月二十五日)から施

行する。

附 則 (平成二七年九月一八日政令第三三〇号) 抄

(施行期日)

第一条 この政令は、平成二十七年十月一日から施行する。

附 則 (平成二九年七月七日政令第一八五号) 抄

(施行期日)

第一条 この政令は、平成二十九年七月十一日から施行する。
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 薬事・食品衛生審議会規程 

 

（通則） 

第１条 薬事・食品衛生審議会（以下「審議会」という。）の付議、分科会の議決、議事

録の作成等については、厚生労働省設置法（平成１１年法律第９７号。以下「設置法」

という。）第１１条及び薬事・食品衛生審議会令（平成１２年政令第２８６号。以下「審

議会令」という。）に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 

（付議） 

第２条 会長は、厚生労働大臣又は農林水産大臣の諮問を受けた場合は、当該諮問

事項を所掌する分科会に付議することができる。 

（分科会の議決） 

第３条 次の各号に掲げる場合には、当該分科会の議決をもって審議会の議決とする。 

一 当該分科会に置かれる部会の決定事項をそのまま議決したとき。 

二 当該分科会に置かれる部会の決定事項について、出席者の３分の２以上の多数

をもって、それと異なる議決をしたとき。 

三 当該分科会に置かれる部会の決定事項について、それと異なる議決をした場合

において、当該部会がこれに同意したとき。 

２ 分科会において、前項に規定する議決をしたときは、分科会長はすみやかにその決

定事項を会長に報告しなければならない。 

（議事録） 

第４条 審議会の議事については、次の各号に掲げる事項を記載した議事録を作成す

るものとする。 

一 会議の日時及び場所 

二 出席した委員、臨時委員の氏名、委員総数並びに関係行政機関の職員の氏名

及び所属庁名 

三 議題となった事項 

四 審議経過 

五 決議 

（雑則） 

第５条 この規程に定めるもののほか、分科会の議事運営に関し必要な事項は、分科

会長が当該分科会に諮って定める。 
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附 則 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成１３年１月２３日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 旧中央薬事審議会又は旧食品衛生調査会（以下「旧中薬審等」という。）に対

して諮問が行われ、現に審議中のものについては、この規程の施行後は、審議会に対

して諮問が行われたものと見なす。 

２ 旧中央薬事審議会に対して諮問が行われたものにあっては薬事分科会に、旧食品

衛生調査会に対して諮問が行われたものにあっては食品衛生分科会に、旧中薬審等

に置かれる部会等に付議が行われたものにあっては相当する部会等に付議が行われ

たものと見なす。 

３ 旧中薬審等に置かれる部会等において議決がなされた事項は、相当する部会等に

おいて議決がなされたものと見なす。 
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食品衛生分科会規程

平成１３年１月２３日施 行

平成１５年７月１日一部改正

平成２１年１１月１２日一部改正

（総則）

第１条 薬事・食品衛生審議会令（平成１２年政令第２８６号）第６条第１項に規定す

る食品衛生分科会（以下「分科会」という。）の部会の設置及び所掌事務、会議並び

に議事録の作成等については、この規程の定めるところによる。

（部会の設置）

第２条 分科会に次に掲げる部会を置く。

一 食品規格部会

二 食中毒部会

三 乳肉水産食品部会

四 添加物部会

五 農薬・動物用医薬品部会

六 器具・容器包装部会

七 新開発食品調査部会

２ 分科会は、特別の事項を調査審議するため緊急又は臨時に必要があるときは、前項

に掲げる部会以外の部会を置くことができる。

（調査会の設置）

第３条 部会長は、必要に応じて、分科会長の同意を得て当該部会に調査会を置くこと

ができる。

２ 調査会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、分科会長が指名する。

（所掌）

第４条 食品規格部会は、食品（動物性食品を除く。）の規格又は基準の設定等に関す

る事項を調査審議する。

２ 食中毒部会は、食中毒の予防対策等に関する事項を調査審議する。
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３ 乳肉水産食品部会は、動物性食品の規格又は基準（農薬、動物用医薬品、飼料添加

物の残留基準を除く）の設定に関する事項を調査審議する。

４ 添加物部会は、添加物の指定及び規格又は基準の設定に関する事項を調査審議する。

５ 農薬・動物用医薬品部会は、食品の規格又は基準のうち、農薬、動物用医薬品、飼

料添加物の残留基準の設定等に関する事項を調査審議する。

６ 器具・容器包装部会は、器具・容器包装、おもちゃ及び洗浄剤の規格又は基準の設

定に関する事項を調査審議する。

７ 新開発食品調査部会は、新開発食品の安全性の確保に関して、新たな知見を踏まえ

た管理措置等に関する事項を調査審議する。

（議事録）

第５条 分科会及び部会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成するもの

とする。

一 会議の日時及び場所

二 出席した委員の氏名

三 議題となった事項

四 審議経過

五 決議

（会議）

第６条 部会長（部会長に事故のあるときはその職務を代理する者）は、会議の議長と

なり、会議の運営を図り秩序を保持しなければならない。ただし、部会長及びその職

務を代理する者のないときは、当該部会に属する委員又は臨時委員のうちから選任さ

れた者が、仮に議長として会議を開くことができる。

２ 会長、分科会長及び関係行政機関の職員は、部会に出席して発言することができる。

３ 部会長は、必要により、当該部会に属さない委員又は臨時委員若しくは専門委員を

部会に出席させ、関係事項について説明を求めることができる。

（付議）

第７条 分科会長は、厚生労働大臣の諮問事項について、会長から付議された場合は、

当該諮問事項を所掌する部会に付議することができる。

（部会の議決）

12



第８条 部会における決定事項のうち、比較的軽易なものとして分科会があらかじめ定

める事項に該当するものについては、分科会長の同意を得て、当該部会の議決をもっ

て分科会の議決とする。ただし、当該部会において、特に慎重な審議を必要とする事

項であるとの決定がなされた場合はこの限りではない。

２ 前項の決定がなされた場合において、分科会の調査審議を経る時間がないものにつ

いては、前項の規定にかかわらず、分科会長の同意を得て、当該部会の議決をもって

分科会の議決とすることができる。

３ 前２項の規定により、部会の議決が分科会の議決とされたときは、当該部会の部会

長は、すみやかにその決定事項を分科会に報告しなければならない。

（雑則）

第９条 この規程に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が当該

部会に諮って定める。

附 則

この規程は、平成１５年７月１日から施行する。

この規程は、平成２１年１１月１２日から施行する。
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